







































































テヘランの旧米国大使館（撮影：2014年2月  貫井 万里）
30
スチナ自治政府に、イスラエルやヨルダンなどの近隣国、さらには国連機関やアジアのドナー国ととも
に協力してプロジェクトを進める機会を提供することで、域内連携、経済自立支援、信頼醸成を促進す
るという狙いも込められている。地域住民の参加を大切にする日本型支援は、「世紀のディール」のよ
うな派手さはないが、弱者のエンパワーメントの面で高い評価を得てきた。日本は、パレスチナの政治
的・経済的閉塞状況に絶望した若者の過激化を防ぐためにも、関係国・機関に加え、社会貢献に関心の
ある企業や個人を巻き込んで地道な支援を継続させていくことが望ましい。
中東への関与を縮小させようとしているアメリカに代わって、ロシアが影響力を拡大させつつある。イ
ランやシリアなどの反米国のみならず、サウジアラビアやイスラエル、エジプト、トルコといった伝統
的な親米国までもが、トランプ政権の迷走や中東への関与縮小姿勢を不安視して、ロシアとの関係構築
を図っている。NATOの一員であるトルコは、アメリカの反対にもかかわらず、ロシアから地対空ミサ
イルシステム「S400」の購入を決断し、2019年に配備が始まった。サウジアラビアやUAEもアメリ
カから大量の武器を購入すると同時に、ロシアからも新たに武器調達を開始した。イスラエルとの国境
に位置するゴラン高原を含め、シリア領内で基地建設を行うイランの動きを懸念するイスラエルも、ロ
シアの力を借りてイランを牽制しようとしている。ロシアは中東におけるアメリカの退潮に乗じて国際
的な存在感を高め、中東カードをアメリカに対抗する手段として利用しようとしているとみられる。し
かし、その政策は、依然として本質的には機会主義的であり、必ずしも、中東の安定化や秩序形成の任
を積極的に担う姿勢は見せていない。
中東のパワーゲームの中で、サウジアラビアとイランの対立軸と並び立つ形で、トルコ・カタル対サウ
ジアラビア・UAE・エジプトの対立軸が中東の域内関係を規定しつつある。2010年頃から、紅海及び
「アフリカの角」を舞台にした両者の覇権争いが顕在化し始めた。その背景には、近年、ペルシャ湾に
おけるイランとアメリカ及びその同盟国（特にサウジアラビアとUAE）の対立がエスカレートするに
従い、安全なエネルギー輸送ルートとして「紅海シフト」の動きが加速している点が挙げられる。
2015年からイエメン内戦に軍事介入を開始したサウジアラビアとUAEは、ジブチ、続いてエリトリア
やソマリランドを拠点として対岸のイエメンへの軍事行動を実施するようになった。こうした動きに対
し、アフリカ諸国の中には域外勢力の進出に警戒する動きもあれば、各国の競争を利用しつつ、援助を
引き出すために積極的に関係構築を模索する国もある。中国、サウジアラビア、UAEとエチオピアの
思惑が一致し、2018年にエチオピアとエリトリアが劇的に国交回復をするなど平和に一定の貢献をし
ている例もある。紅海と「アフリカの角」はアジア、中東、ヨーロッパ、アフリカを結ぶ交通・物流の
結節点であり、世界経済の海上通商、エネルギー輸送にとって重要なチョークポイントである。その地
政学的重要性にもかかわらず、この地域の安全保障を管理する多国間の枠組みが不在であるため、覇権
競争をエスカレートさせている側面がある。今後、日本政府は「自由で開かれたインド太平洋」コンセ
プトにペルシャ湾、さらには紅海をつなげる包括的な視野をもって、エネルギー補給ルートと「航行の
自由」を守るための戦略と国際的な協力の枠組みを構想していく必要があるだろう。■
